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Abstract

高　橋　知　也*

It is widely recognized that the Dixit-Stiglitz model is somewhat unrealistic but has been the most

popular model in modern monopolistic compe舶on… ulis paper introduces the monopoly power in la-

bor markets into raultiplicatively quasi-separable functions model of Behrens and Murata (2008) and

offers different perspecdves血om their model. I show that worker's rents based on the labor union cause

the丘rms in monopolistic competition to enter too much or little.

1.はじめに

今日の虫占的栽争モデルはDixit and Stiglitz (1977)を起源としている。彼らの分析は多様な差

別化された財(バラエティ)を消資者が需要するような独占的競争モデルを構築し、内生的に財の

バラエティの決定を行うと同時に社会的に最適な財の供給の問題を検討しているo彼らの分析の特

徴は独占的競争産業下の企業をひとつのグループとして単純化し、均衡状態において対称性の仮定

をおくことで、極めて容易な分析を可能としている。さらに独占的競争産業のバラエティの需要量

をCES型の関数でまとめていることが特徴となっているoその他の特徴のひとつとしては規模に

関して収穫- ・定の産業と規模に関して収穫逓増型の独占的鏡争産業を考え、消費者は両財を消費す

ることで効用を得ているが、効用関数はコプダグラス型の効用関数を仮定している点である。また、

独占的競争産業の財の消費は既に述べたようにCES型の関数となっているO　このため2段階の効

用最大化問題を考えているのが特徴となっている。

Dixit-Stiglitzタイプの独占的競争モデルはその後多くの分野で応用されているO代表的な例とし

てはKrugman (1979, 1980)がDixit-Stiglitz型の効用開放を単純化した一般均衡モデ)i,で産業内貿
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易の発生理由を示し、貿易の利益を示している。また、 Krugman (1991)はDixiもStiglitzタイプの

独占的黄争モデルを経済地理の分野に応用し、核-周辺モデルを提案し、一新経済地理学"2>の構築

の基礎となったOこれはFujita, Krugman and Venables (1999)に代表されるように貿易と空間経

済の融合という形で発展を遂げることになる。

Dixit-Stiglitzタイプの独占的競争モデルの非現実性は多くの研究者によって指摘されているが、

分析の容易性から応用されていたことも事実である。しかし、 mrugman (1979)に代表される対

称性および同質性を仮定した供給サイドの仮定に対してMelitz (2003)は同質性の仮定を外し、企

業間の生産性の相違を導入した独占的競争に基づく貿易理論を提案したc Melitz (2003)は旧来の

独占的競争に基づく貿易理論の間選点を克服するものとして多くの支持を得て、その後この分野は

劇的な発展を遂げている3)0

本稿との関係ではDixit-Stiglitz型の効用関数とは異なるタイプの効用間数を基にした独占的焼争

モデルが存在する。その代表例としてはOttaviano,Tabuchi andThisse (2002)があるOこれは準

線形型の効用関数を考えることで、分析の容易さを保ちつつ、所得効果を排除し、価格競争促進効

果に着目したタイプである。これを貿易モデルに応用したものとしてとしMelitzandOttaviano

(2008)が存在する。また、本稿が依拠している効用関数のタイプはBehrens and Murata… (2007)

が提唱したものであり、彼らの効用関数の特徴はmultiplicatively quasi-separable (MQS) functions

であり、価格淡争促進効果に加え、所得効果も考慮に入れたタイプであるD

旧来の独占的嬢争モデルにおいては労働市場の果たす役割を重視していなかった　Dixitand

StigUtz (1977)は完全親争的な労働市場を前提としていた。しかし、本稿では完全競争的な労働市

場とある種の独占力を持った労働市場から構成されている。独占力の源は企業特殊的な労働である

ために完全競争的な労働市場と分離可能であると考えることも出来るO別の考え方では完全競争的

な労働市場は単純労働と考え、独占力を持った労働市場は熟練労働者と考え、この熟練労働者が独

占力を持つと考えることが出来る。さらに別の視点では独占的競争産業の各企業が企業内労働組合

を持ち,労働組合の独占力がその源として考えることも出来る。本稿と同様に労働市場の重要性に

着目した独占的競争モデルとしてはMelitz and Ottaviano (2008)に労働組合との交渉モデルを導

入したものとしてBraun (2011)が存在するo本稿では労働観合との交渉モデルは考えず、上述し

たようなある怪の独占力を持った労働市場を考え、このような労働市場が独占的鹿争モデルに与え

る影響を分析することが目的である。

以下、第2節では基本モデルを提示し、第3節では長期均衡下における分析を行う。第4節はま

とめとなる。

21最近のテキストしてはCombes, MayerandTTiisse (2008)が存在する0

3)貿易理論だけでなく多国籍業理論への展開が始まっており、代表的なもとしではHelpman, Melitzand

Yeaple (2004), Brambilla (2009), Chor (2009)などがあり、貿易理論の展開としてはOttaviano and van

Ypersele (2005) , Demidova and Rod:軸ez-Clare (2009)など多数存在する。
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2.基本モデル

ある国の経済は規模に関して収穫一定の同質的な財である農業部門(A)と規模に関して収穫逓

増の差別的な独占的故争産業の財の群から構成されている工業部門(M)の2産業から構成されて

いる。農業部門は規模に関して収穫一定のためレントは存在せず、労働の限界生産力を1とすると

き、産業部門の賃金水準は1であるo　農産物を基準財として考えるo

独占的競争下にある工業部門は差別化された各財は独占力を持つことで一定のレントが発生して

いるが、工業部門の各財を生産している企業は企業内労働組合が存在し、労働組合がその発生して

いるレントをすべて獲得していると仮定する。従って、組合に所属する労働者の貸金は1よりも大

であるために、企業は財を生産するために労働組合の支配下にある労働者のみを雇用して財を生産

できず、一部が完全娩争的な労働市場より1の貸金で雇用する。労働組合の支配下にある労働者は

各企業において雇用する労働者の一定割合として0とするO

2.1需要サイド

代表的個人の効用関数はU-Al~"M〃であり、 Aは農産物の消費量を表し、 Mは工業製品の消費

量を表すD所得をEとすると、効用最大化問題を解くことで、農産物および工業製品に対する支

出額はコプダグラス型の効用関数の性質よりそれぞれ(i-m)e、 FLEとなるO =業製品は独占的親

争産業のため、以下のように与えられるo

M-∫:(k-xe-- ])di (1)

である410工業製品はn財存在し、第i財の消費量はx(i)である。この効用関数は財が連続的に存

在することを仮定しているO代表的な個人は2段階の最適化問題を考えなければならず、具体的に

は工業製品についての最適消費蛍を決定する問題と工業製品と農産物間の最適な消費量を決定する

問題であるo本稿では議論を単純化するために農産物間と工業製品間の最適消費計画の問題を考え

ず,工業製品への支田額がFLEであるので、 (1)は

u-∫:(k-xe ^di

と修正され、予算制約式は

J: p {i)x {i)di -iJ.E

(2)

(3)

となる　pit)は第i財の価格を表す。第i財についての効用最大化閑親を解くと、

41 (1)はBehrens and Murata (2007)によって提案された効用関数である。
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ae l<サ) -0 (4)

となり、第j財についても(4)と同様の形態となるo但し、 )はラグランジェ乗数である(4)

をもとに第i財と第j財の比を考えると、

-qk。蝣)-x(j)】 =建
(;')

となり、 (5)に自然対数をとって表すと、

x(j) -x(i) +‡h (浩)

となる(6)の両辺にpU)をかけ、 )について積分すると、

(5)

(6)

J p(j)x(j)dj-x{i)¥ap(j)dj- ‡J:h(浩)p(j)dj (7)

となるo予算制約式(3)より、 ∫ p(i)x())dj-(iEとなり、 -∫:♪(j)djとするならば、 (7)は

・　÷J:曹h(譜dj　　　(8)

となる(8)を変形し、整理すると、

x(i)-空売lh (掌i-j:掌lm(響)ォ]  (9)

となる5㌧　この需要関数の性質はBehrens and Murata (2007)が指摘するように各バラエティ間の

価格弾力性(ど)は孟丁であり、
第i財の需要量に対して減少関数となっているO

5) (9)を導出するための補足を示すo

x(i)-掌--Lf"掌ln(体?)]ォ

・<!)-晋翻÷lh(掌)∫:掌Ill。掌h(掌I*-]
p=J:p(j)djを上武に代入すると(9)が導出される0
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2.2　企業行動

独占的競争下にある企業は労働のみを生産要素とし、生産関数iアx(i)-Hi) ∠であるOこれを

変形すると、

/(i) -cx(i)十f (10)

となり、 (10)はKrugman (1979)が提示した固定的な労働投入量を必要とする状況を示したもの

である　Ui)は企業iにおける労働の需要量であり、 fは固定的な労働投入量を表している。企業i

の利潤は(10)を用いて

x(i) -(p(i) -emit))∫(i) -m(i)f 強iI昭

となる　m(i)はm(i)-8w(i)+(1-0)を満たし、企業iで雇用される労働者の平均賃金を表すO

(ll)より企業iは利潤卓大化を実現するように財価格を決定するので、 1階条件を求めると

少(*・) -ニーcm(?)　　　　　　　　(12)

となるO独占的競争産業は長期均衡下において同一価格を提示すると仮定するならば、 ♪U) -pij)

可の関係を満たしており、これを(9)に代人すると、長期均衡下における個別企業の生産量あ

るいは需要量は

となる(13)に(12)を代入すると、

(e-DuE

(13)

(14)
nscm

となる。長期均衡下において各企業が設定する賃金水準も岡一一であると仮定するならば、 m(i)-

mを満たし、 (12)にこれを代人し、 (14)と変形した(12)を(ll)に代入すると、長期均衡下

における利潤が導出される。

打-慧-mf 15)

長期均衡下においては超過利潤がゼロとなるので、 (15)より固定的労働投入量は
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F

±」」.

3.独占的競争の長期均衡

(16)

経済全体の労働者数をLとすると、農業部門および工業部Flで雇用される労働者はそれぞれL-

l、 Jとなる6)o労働者の所得(E)はE={L-1)+mlとなるo　これに(10)を代入し、 (14)、 (16)

を代入すると、

E-L+
(m-DfiE

となる　(17)を整理すると、

E-
mnL

mn-(m-lip-

(17)

(18)

となる。 (18)の所得は間接効用関数を考えるならば、所得の増大は効用の増大をもたらす(18)

より工業部門の賃金水準の上昇あるいは工業部門で雇用される労働者数の増大は所得の増大を通じ

て自国の厚生を高めることになる。企業数の増大も自国の厚生を高めるO　また、本稿は貿易を厳密

には分析していないが、外国との貿易は消費者の増大(L)を通じて自国の厚生を高める。 Dixit-

Stiglitz型の効用関数タイプのKrugman (1979)の独占的競争モデルと同様に貿易の利益が発生す

ることを示唆しているo

次に均衡企業数について考える(15)より長期均衡では超過利潤がゼロであるので、企業数が

導出され、 (18)を代入すると、

ftL+ ¥m-Vfife
A,伝

(19)

となる。 (19)より、工業部門の賃金水準の上昇あるいは工業部門で雇用される労働者数の増大が

均衡の企業数に与える影響と固定的労働者数の増大が均衡企業数に与える影響を考える。

6)本稲の分析は代表的個人の初期蹴存立の労働時間がLであり、これを農業部門と工業部門に配分してい

る状況である。
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∂ln _fi ¥fe-L)

∂m m 2fe

等-謡<o

(20 )

(21)

(20)から需要の価格弾力性が十分に大ではない状況では負となり、工業部門の賃金水準の上昇あ

るいは工業部門で雇用される労働者数の増大は均衡企業数(バラエティ数)を減少させる。差別化

が進み、個別企業の生産量が十分に小であり、固定的な労働投入量が非常に大であるならば、 fE>

Lとなり、工業部門の賃金水準の上昇あるいは工業部門で雇用される労働者数の増大は均衡企業

数(バラエティ数)を増大させることになるO　固定的な労働投入量の増大は均衡企業数を減少させ

蝣o,一

独占的競争モデルの特徴として参入企業数の最適性という問題がある。伝統的な独占的戟争モデ

ルでは過大な参入が特徴となっているが、 Dixitand Sd.glitz (1977)では完全故争的な労働市場を

考えることで、過小参入を特徴としている。しかし、本稿は工業部門において完全競争的な労働者

に加え、工業部門に独占力を持つ労働者の存在を考えることで、この独占力を持つ労働者が完全競

争的な労働者に比べ高い貸金を獲得する状態を考えているO　この独占力を持つ労働者が獲得するレ

ントの増大は(20)が示すように企業数(バラエティ教)の減少の可能性を示している。

4.まとめ

本稿の分析はDixitand Stiglitz (1977)の独占的娩争モデルにおいて提示された効用間数とは異

なる効用関数を用いて特殊的な労働市場が果たす役割について分析した。特殊的な労働市場とはあ

る種の独占力を持つ労働市場であり、企業特殊的な労働や熟練労働と考えることも出来るが、企業

内労働組合の果たす役割が独占力の源として最適であると考えられる。労働組合を導入することで

租合と個別企業の交渉を通じて雇用あるいは貸金を決定することは可能となるが、 DixitandStiglitz

(1977)と同様に本稿も対称性の仮定が中心的な役割を果たしているために均衡状態ではすべて企

業が間-の生産蛍となり、超過利潤がゼロとなるo　このため.労働組合と企業の利潤をもとにして

交渉解を求めるとことは不可能となる。この間親に対してはMelitzandOttaviano (2008)に労働

組合との交渉モデルを導入したものとしてBraun (2011)が存在するが、対称性の仮定を外すこと

で可能となっているO　ただ彼らの分析も- ・股的な交渉モデルではなく、企業あるいは労働組合のみ

が独占力を持って賃金を決定するという特殊なケースのみを考えている。特殊なケースを考える背

景には戦略的相互依存関係の問題が独占的競争モデルでは無視されているためである。

本稿において賃金の内生化が行われていないことは問題ではあるが、労働市場が均衡状態に与え

る影響を分析している点は重要な貴献であるo貿易を考えた場合、統合化された経済では労働者数
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も統合化されるため、労働組合の交渉力の増大を通じて、労働組合所属の労働者の賃金上昇は均衡

の財のバラエティを減少させることになる。このような視点は旧来の研究ではあまり重要視されて

いなかった点である。
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